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研究成果の概要（和文）：国家賠償訴訟の果たす役割について日本の国家賠償訴訟とドイツの職務責任制度と比較・検
討した。ドイツでは、国民の権利救済の観点から、職務責任制度による救済範囲を拡大する傾向にある。日本の国家賠
償訴訟はドイツの制度に比較して、国民の権利救済に資する制度であるが、判例による運用によって、救済範囲が限定
されている点に課題がある。

研究成果の概要（英文）：I compared Japan's system to that of Germany in regards to State Redress system. 
From a citizen's right-to-aid point of view, the extent of aid is expanding in Germany. Although Japan 
does have a right-to-aid system in place for its citizens, its scope is limited by judicial precedents 
and applications, in comparison to Germany.

研究分野：行政法

キーワード： 違法
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１．研究開始当初の背景 
 
 国家賠償法 1条 1項に基づく損害賠償請

求訴訟において、その要件である違法と過

失が一元的に判断される「職務行為基準説」

によって、責任の有無が判断されることが

少なくない。そこでは、主観的要件に係わ

る過失と客観的要件に係わる違法の区別が

なされていない。学説は「職務行為基準説」

を採用する判例の問題点を指摘しており、

裁判例にも、違法と過失を二元的に判断す

るものも存在する。しかし、どのような事

例において違法と過失を区別して評価する

かについての基準は明らかではなく、以前

として「職務行為基準説」による判例が多

数存在する。 

 国家賠償訴訟制度の機能として適法性統

制機能があげられる。違法と過失を一元的

に評価する「職務行為基準説」に基づくと、

たとえ違法な行政活動であったとしても、

公務員に職務上の法的義務違反がない限り、

国家賠償責任が認められないこととなる。

義務違反がないとして責任が認められない

場合、違法について改めて検討されること

はなく、本来であれば違法な行政活動は認

められるが過失がないために損害賠償責任

が認められない事例であったとしても、当

該行政活動の違法が認められないこととな

る。 

 ところで、「職務行為基準説」の考え方は、

ドイツ職務責任制度における議論に類似す

る。条文上、明確な代位責任構成を採用す

るドイツ職務責任制度における判例の展開

は、職務責任制度の要件を実質的に緩和す

る傾向にある。 

 以上述べたように、ドイツ職務責任制度

と日本の国家賠償責任制度のもとにおける

判例の展開を比較することが有用である。 
 
２．研究の目的 
  
本研究は、国家賠償訴訟の保護範囲とい

う分析視角から、裁判例の発展について検

討し、国家賠償訴訟の本質論についての見

解を提示しようとしたものである。 

第一に、国家賠償訴訟について、その領

域毎に検討する必要があるため、どのよう

な分類方法が適切かについて検討をする。

すべての領域において、検討することが困

難であるため、本研究では、アスベスト問

題と虐待問題について詳しく検討すること

とする。 

第二に、国家賠償制度の意義を検討し、

国家賠償訴訟の保護範囲について、「職務行

為基準説」を採用する日本の裁判例の問題

を明らかにする。 

第三に、ドイツ職務責任制度についての

判例と日本の裁判例を比較検討する。 

 
３．研究の方法 
 
（１）国内の実態調査と情報収集・整理 
 

①公害についての国家賠償責任の有り方に

ついて、アスベスト事例を例に検討を加え

るために、泉南や尼崎など石綿の被害地域

について、アスベストの被害の実態調査を

行った。 

②国家賠償責任の限界事例として、虐待事

例における公権力の介入について検討する

ために、虐待対策と公権力の家庭への介入

の有り方について、虐待の問題についての

調査、研究を行った。 

③虐待事例については、医学的、或は臨床

心理学的な専門知識が必要であるため、法

学分野に限られず、広く調査、研究を行っ

た。 
 

（２）外国の実態調査と情報収集・整理 

 ドイツの状況についても、日本における

問題状況と比較するという観点から、アス

ベストの問題、虐待問題について主に取り

扱うこととした。 

ドイツの判例について分析を行った。ま



た、ドイツにおける虐待問題をとりまく諸

制度については、ドイツの家族観、宗教な

ど、日本との差異を広く検討した。虐待予

防のための諸制度については、公権力の家

族への介入が問題となっていることから、

親権を中心とする家族の在り方についての

基本的な理解が必要である。虐待防止のた

めの制度としての秘密出産の制度化につい

ても検討を行った。 

 

４．研究成果 
  

国内の状況については、判例分析を行っ

た。とりわけ、アスベスト被害については、

被害状況の実態調査を行ったうえで、判例

分析を中心とし理論的な問題の検討を行っ

た。アスベスト問題を国家賠償訴訟の観点

から検討すると、国の責任については、国

家賠償法の本質論からの考える必要がある。

ドイツの状況について検討すると、とりわ

けアスベストの問題は国家賠償責任の問題

として取り扱われていないことが明らかと

なった。というのも、アスベストへの被災

は多くの場合、その就業中に被災するもの

であり、被災者に対する補償は労働関係法

規によりカバーされることとなるためであ

る。日本の裁判例においても、国家賠償責

任の有無について、違法と過失要件につい

て問題となると同時に、国家賠償責任の保

護範囲についての主要な論点の一つとして、

被災者の労働者性が争われている。このよ

うに、他の補償によって補填されない損害

を被害者に対して補償する国家賠償責任の

意義が明らかとなった。 

次に、虐待と国家賠償責任の関係につい

ての検討を行った。被虐待児が行政にたい

して虐待を未然に防止するための権限を行

使しないことを理由に国家賠償訴訟を提起

した事例が少ないながら存在する。行政に

よる家庭への介入は抑制的であるべきであ

り、予防を重視すべきである。近年整備さ

れつつある虐待予防のための施策が機能し

始めており、予防による介入の抑止が必要

である。 

国家賠償制度は他の補償制度によって補

填されない損害を補償するために提起され

ることも少なくない。そのため、国家賠償

訴訟は、領域毎の検討が不可欠である。ま

た、制度改革訴訟としての性質を有する国

家賠償訴訟は、社会に存在する問題を明ら

かにし、法的に未整備な問題に対する受け

皿としての機能も有する。以上より、国家

賠償訴訟については、違法と過失を二元的

に判断し、保護範囲を柔軟に認めていく運

用がなされる必要がある。 
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